地 域 保 健 課
疾 病 対 策 グ ル ー プ
　１　難病相談・支援センター事業

予　算　額　　１５，６９０千円

決　算　額　　１５，６９０千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　難病患者や家族等の日常生活における相談・支援、地域交流活動の促進及び就労支援などが円滑に行えるよう「大阪難病相談支援センター」を設置し、その運営を「特定非営利活動法人大阪難病連」に委託し、電話や面談等による相談、患者会などの交流促進、就労支援など難病患者の様々なニーズに対応した相談や支援を行った。
　　⑴　委　託　先　　特定非営利活動法人　大阪難病連　　
　　⑵　委託内容　　「大阪難病相談・支援センター」の運営

　　　　　　　　　　　大阪市中央区大手前１－２－７　大阪赤十字会館８階

　２　大阪難病医療ネットワーク事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　１５，６０６千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　１５，６０６千円

　　　在宅で療養する患者に対する看護のあり方や難病に関する情報の収集・提供を行うため、「大阪難病医療情報センター」を府内唯一の難病の拠点病院である大阪府立急性期・総合医療センター（現：地方独立行政法人大阪府立病院機構大阪急性期・総合医療センター）内に設置し、その運営を大阪医療情報センターに委託した。
大阪難病医療情報センターは、難病に関する相談や医学的関連情報の収集と情報提供、専門医療機関や地域医療機関との連絡調整と訪問相談を実施し、保健師や地域関係機関を対象とした研修講師を行うなどした。また、神経難病患者の入院施設の確保や在宅医療環境の整備、療養生活の向上を図ることを目的としている「大阪神経難病医療推進協議会」の運営を行った。

　
1 　委　託　先　　大阪府立急性期・総合医療センター
2 　委託内容　　「大阪難病医療情報センター」の運営
　　　　　　　　　　　大阪市住吉区万代東３丁目１－56　大阪府立急性期・総合医療センター内

　　
　３　難病患者地域支援対策推進事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　２７，０００千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　２３，１０２千円

　　　難病患者やその家族のQOLを高めることを目的に、保健所保健師による地域の実情を踏まえた訪問・面接等による指導を行い、必要に応じて、地域の医療・介護・福祉等関係機関と連携し、患者の在宅療養を支援するための体制整備を図った。また、各種専門職による患者の病状等に応じた訪問や講演会等を行った。

　　　さらに、在宅難病患者の支援体制の確立を図るため、関係機関の協力を得ながら、保健所が中心となり、関係機関とのネットワーク会議や支援関係者への研修、患者・家族の交流会等への支援を行った。
　４　大阪神経難病医療推進協議会運営事業

予　算　額　　 １，４１８ 千円

決　算　額　　     ２２０ 千円
　　　難病の中でも極めて重篤である筋萎縮性側索硬化症をはじめとする神経難病患者の入院から在宅療養へのスムーズな移行、安定した在宅療養の確保と在宅での緊急時における適切な対応等を図るため、専門病院、地域の診療所、訪問看護ステーション、保健所などで構成する大阪神経難病医療推進協議会において、ネットワーク検討会や神経難病総合相談会等を実施し、難病患者の療養生活の向上を図った。

　　　また、在宅難病患者が、家族等の介護者の疾病等の理由により緊急に一時入院が必要になった場合に、一時入院が可能な病床を確保することによって、当該患者の安定した療養生活の確保と介護者の福祉の向上を図った。

　５　在宅人工呼吸器使用患者支援事業（国庫補助金　補助率 1/2）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　１２，２５３千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　　９，６０３千円

　　　難病の患者に対する医療等に関する法律第５条に規定する指定難病の患者及び特定疾患医療費援助事業実施要綱の対象疾患患者で、かつ、当該対象疾患を主たる要因として在宅で人工呼吸器を使用している患者のうち、医師が訪問看護を必要と認める患者に対し、診療報酬で定められた回数を超える訪問看護を実施することにより、在宅において適切な医療の確保を図ることを行った。
　６　地域医療介護総合確保基金事業（難病対策）
　
予　算　額　　３１，９３８千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　３１，９３８千円
　　　難病患者が地域医療関係機関による治療とケアを受け、安心して在宅による療養生活が続けられるよう、地域医療関係者を対象に難病に関する知識向上を目的として研修事業の実施を行い、地域難病医療提供体制の構築を図った。
７　臓器移植推進事業
(1)　臓器移植推進事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　５，８１２千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　５，８１２千円
臓器の移植に関する法律に基づいて移植医療が適正かつ有効に実施されるよう、都道府県臓器移植コーディネーターを設置するとともに、府民に対しての臓器移植普及推進イベントの開催や府内医療機関に対する臓器提供体制の整備などの普及推進事業を行った。
(2)　組織適合型検査事業補助金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　８９７千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　８９７千円
臓器の移植に関する法律に基づく、移植医療の適正な実施に資するため、腎不全の唯一の根治療法である死体腎移植の普及啓発に努めるとともに、腎移植などを推進する大阪腎臓バンクに対して腎移植希望者の組織適合検査費用の補助を行った。
(3)　骨髄移植対策推進事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　予　算　額　　８７５千円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　決　算　額　　７１２千円
骨髄バンク事業の普及啓発にかかる協力体制を確保するため、関係機関と情報交換や意見交換を行うとともに、府の広報媒体などを通じた正しい知識の普及啓発を行った。また、主要ターミナル駅等での集団登録会や４保健所 (池田・寝屋川・四條畷・富田林）において、骨髄ドナー登録の受付を行い、骨髄ドナー確保の推進を図った。
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